
土木をおもしろく
新技術開発の活性化

田﨑 忠行

道路，鉄道，港湾，空港，農業水利施設，上水道（地下構造物），河川堤防，のり面・斜面，ダム
インフラストラクチャ

東大

研究拠点構築，維持管理技術，発光材
料，新溶射材料，超耐久性コンクリート

X線，中性子線，レーザー，マイクロ波，
近赤外分光，磁気，音響等

自在適応桁，フレキシブルガイドフレー
ム，飛行ロボット，半水中無人化施工

路面・橋梁スクリーニング技術，高速道路
センシングデータ処理・蓄積・解析技術，
無線通信最適化

道路インフラマネジメントサイクルの国内外への
実装，コンクリート橋早期劣化機構，農業水利施
設・港湾構造物のアセットマネジメント

（５）アセットマネジメント（AMS)技術

（３）情報・通信技術

（２）構造材料・劣化機構・
補修・補強技術

（４）ロボット技術

（１）点検・モニタリング・診断技術
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つくばテク
ノロジー

首都高
技術

アルウェット
テクノロジー岡山大

地方自治体
民間の技術力
契約・入札
地方の大学との連携
海外展開

土研

京大

国交省

岐阜大

東京農工大

パシコン

国交省

東急建設

新日本非破壊



社会資本の絶対量が
決定的に不足していた
時代

大量生産

基準化・標準化

コスト重視

発注者主導の新技術
活用

社会資本が一定程度
整備され、その活用・
メンテナンスも重要視
れる時代

単品生産

創意工夫

性能＋コスト

民間主導の新技術活
用

集中 分散

新技術の発案者

•需要者
こんなものが欲しい

•供給者
こんなものを開発したけれど、誰か使って欲しい

•日用品の場合は?
•公共土木事業の場合は?

需
要

供
給
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一般的な公共事業執行の流れ

設計

設計図書作成

発注･契約

施工

完成

技術基準に従い設計

技術基準に則り、積算、仕様書作成

技術と価格で競争

技術提案は工事目的物ではなく、主として
施工の安全、環境、効率等に関わるもの

設計図書どおりのものを施工
施工方法は受注者の任意
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新技術の採用は発注者の
キャパシティに依存

産業別 研究開発費/売上高
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%

総計には建設業を含まない
建設業は日建連調査39社平均
建設業以外は経済産業省経済活動基本調査



新技術の活用を民間主導に
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発注者

コンサル

受注者 技術開発者

工事目的物に関わる
新技術

契
約

設計図書

NETIS

技術提案

施工技術

異業種

この仕組みを導入するには;

• 発注者は工事目的物の(仕様ではなく)性能を規定
• 性能規定の基準が必要
• 発注者の技術評価体制
• 受注者(技術提案者)も一定のリスク負担
• 保険制度



この仕組みのポイント

• 個別案件ごとに最適な技術を提案、採用
• メーカー、ゼネコン、コンサルが共同して新技術開発する可能
性

• より多くのエンティティーの参画
• 発注者と技術開発者の技術対話
• 技術者の真価は、どれだけ技術的付加価値をつけられるか
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